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序 章  
はじめに 


















































































































第 2 項 わが国の税効果会計の導入 










































                                                   
3 米国基準では SFAS 第 109号(1992 年)、国際会計基準では IAS 第 12号(1996 年) 
4 「銀行法第 14条の 2 に定める自己資本比率の基準を定める件」（平成 5 年 3 月 31日付
大蔵省告示第 55号） 
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第 2 節 繰延税金資産の回収可能性評価の必要性とその判断規定 

















                                                   
5
 足田・弥永[1997]99 頁 
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7
 足田・弥永[1997]25-31 頁 
8 「税効果会計に係る会計基準」第二 二-１ 
































































                                                   




て相殺可能な範囲に回収可能性を限定すること、第 3分類の会社はおおむね 5 年以内、
第 4分類の会社は 1 年以内（但し書き11に該当する場合はおおむね 5 年以内）、第 5
分類の会社は課税所得の予測を認めない、という取扱いとなっている。（会社分類の
概要とその取扱いは、表 1 を参照） 
 
























































































































務指針第 10 号 23 項にて明記されている）。 
 
   （例） 繰延税金資産を▲100 評価減する場合の会計処理 










第 3 節 海外における会計処理 







第 1 項 米国における取扱い 
 米国では、FIN48 号及び FAS109 号の会計実務の規定によって繰延税金資産の回収可能性
の評価が規定されている。本規定においても、繰延税金資産の回収可能性は、スケジューリン
グとタックスプランニングの手続によって見積もられるという取扱いは、わが国同様である。 















                                                   
12 IAS 12-24/34 号。しかしながら、実務上では、この蓋然性の判断について、「起こるよりも起
こらない可能性が高い（more likely than not）」程度の蓋然性があれば回収可能性を認めており、
この取扱いが既に定着しているようである。それ故、IAS12号の改定にあたって、この蓋然性に関


























































































































































































































































































                                                   
13 アメリカ会計士協会の証券取引特別委員会の書簡（1932 年） 
14 斎藤[2006] 147 頁 



























第 3 項 伝統的な純利益観 
 集計計算された損益は、企業の経営成績を示す情報として一般的に理解されている。伝
統的に財務諸表で示される損益は、企業活動の性格に照らして、営業利益や経常利益等の


















































第 2 節 概念フレームワークにおける純利益 






























                                                   





























































第 1 節 繰延税金資産の回収可能性評価差額の損益上の意味合い 











































                                                   












































































































































































































第 2 項 回収可能性評価差額の純利益要件の充足 
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IAS 第 37 号での引当金と偶発負債の分類 IAS 第 37 号 IAS 第 37 号改訂案 
現在の債務(present obligatin)   















































































































                                                   

















 最後の第 4節にて、この代替的会計処理における、特徴や問題点をまとめて総括を行う。 
 
















































 例えば、繰延税金資産▲100 の評価減が必要な場合は以下のように取り扱うことになる。 
    
 41 
 (a) 現行の会計処理 
法人税等調整額 100 繰延税金資産 100 
 
 (b) 代替的会計処理 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
100 繰延税金資産 100 
 
第 3 項 OCI 計上後の処理（リサイクリング処理の是非） 























































































                                                   















 前節で、繰延税金資産の評価差額にかかる OCI 処理を行う場合、リサイクリングを如何
に実施するのかを検討してきたが、そこで一時差異解消時期に合わせてリサイクリングさ
せることが適当であると考えられた。 













































                                                   










第 2 項 一時差異解消スケジュールの 3 つの仮定に関する設例 
 ここで、既述の 3 つの差異解消スケジュールに基づいて、時点の異なる一時差異が、い
つ、いくらの額が解消していくのかを、具体的な数値例を用いて説明していく。 





【設 例 A】 
 下記の機械の減価償却についてのみ一時差異が生じると仮定する。 





    （税務上）・・・・・定額法 
(5) 税率 40％ 
 
 
表 4 設例 A の税効果の発生状況 
t1 t2 t3 t4
会計上の減価償却費
5,000 4,000 3,000 2,000
税務上の減価償却費
3,000 3,000 3,000 3,000
一時差異
2,000 1,000 0 -1,000
税率
40% 40% 40% 40%
税効果額
800 400 0 -400
期末繰延税金資産累計額



















表 5-1 （ⅰ） 先入先出法の場合の一時差異解消スケジュール 
t1 t2 t3 t4 t5
0 -1,000 -2,000
t1期に生じた差異 　変動額 2,000 0 0 -1,000 -1,000
　正味期末残額 2,000 2,000 2,000 1,000 0
t2期に生じた差異 　変動額 1,000 0 0 -1,000













表 5-2 （ⅱ） 後入先出法の場合の一時差異解消スケジュール 
t1 t2 t3 t4 t5
0 -1,000 -2,000
t1期に生じた差異 　変動額 2,000 0 0 0 -2,000
　正味期末残額 2,000 2,000 2,000 2,000 0
t2期に生じた差異 　変動額 1,000 0 -1,000 0


















表 5-3 （ⅲ）加重平均法の場合の一時差異解消スケジュール 
t1 t2 t3 t4 t5
0 -1,000 -2,000
t1期に生じた差異 　変動額 2,000 0 0 -667 -1,333
　正味期末残額 2,000 2,000 2,000 1,333 0
t2期に生じた差異 　変動額 1,000 0 -333 -667








第 3 節 回収不能差額に関する代替的会計処理 

































【設 例 B】 
前項の設例 A（機械の減価償却にかかる一時差異の設例）の条件に、以下の条件を追
加する。 







表 6-1 先入先出法の場合の回収可能性評価と損益への影響 
t1 t2 t3 t4 t5
期首借方一時差異残高 0 2,000 3,000 3,000 2,000
借方一時差異発生・解消（▲）額 2,000 1,000 0 ▲1,000 ▲2,000
期末借方一時差異残高 2,000 3,000 3,000 2,000 0
個別一時差異の発生解消スケジュール
t1期発生差異 2,000 ▲1,000 ▲1,000
t2期発生差異 1,000 ▲1,000








750 1,500 1,500 1,500 0
税率 40% 40% 40% 40% 40%
繰延税金資産累計額 800 1,200 1,200 800 0
回収可能額 300 600 600 600 0
回収不能額 ▲500 ▲600 ▲600 ▲200 0
0
修正損益

















































   （t1 期の会計処理） 
    t1 期において、将来減算一時差異が 2,000 発生する。先入先出法に従った場合、




得の発生がない t4 期の解消分の一時差異 1,000 については、課税所得を減算でき
ないことから、回収可能性がないと判断される。続いて t5 期の解消分の一時差異
1,000 について評価を行う。t5 期に解消する一時差異は、t1 期発生のもの 1,000
と t2 期発生のもの 1,000 との、発生時期の異なる 2 つの一時差異である。t1 期










＜ t1 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 800 法人税等調整額 800 
② 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
500 繰延税金資産 500 










t2 期発生のものと t1 期発生のものと複数存在するため、減算可能額については
按分計算が必要となる。前述と同様に解消差額に応じて按分すれば、t2 期発生一
時差異のうち、課税所得を減額できる部分は 750｛=1,500×（1,000/2,000）｝と
計算される。よって、t2 期において、将来減算一時差異残高（t1 期と t2 期発生
分の合計）から課税所得の減額可能額（750＋750＝1,500）を控除したものに税
率を乗じた回収不能額は（3,000－1,500）×40％＝▲600 となる。そして、評価





＜ t2 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 400 法人税等調整額 400 
    ② 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 





     t3 期には、一時差異の発生・解消は起こらない。それ故、繰延税金資産の回収
可能性に関する会計処理は特段生じない。 




  t4 期には、はじめて一時差異が解消する。代替処理においては、将来減算一時
差異が解消するときに、回収可能性の評価差額を OCI 計上している場合には、そ
のリサイクリング処理を提案しているから、その会計処理が行われることになる。 
  t4 期に解消する一時差異は、t1 期発生のものであるが、この一時差異は課税所
得の減算効果は持たないとして、回収可能性はないと判断してきた。そうすると、
この回収可能性のない t1 期発生の一時差異 1,000 が解消することになるので、こ
の一時差異に関する繰延税金資産の評価差額▲400 は、リサイクリング処理によ
って純利益項目として振り替わることになる。 
＜ t4 期末における会計処理 ＞ 












  t5 期には、将来減算一時差異が解消する。それ故、リサイクリング処理が必要
か検討することになる。 
  t5 期に解消する一時差異は、t1 期発生の 1,000 と t2 期発生の 1,000 の発生時
期の異なる一時差異が対象となる。t1 期発生の一時差異 1,000 のうち 750 と、t2










＜ t5 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
法人税等調整額 600 繰延税金資産 600 














表 6-2 後入先出法の場合の回収可能性評価と損益への影響 
t1 t2 t3 t4 t5
期首借方一時差異残高 0 2,000 3,000 3,000 2,000
借方一時差異発生・解消（▲）額 2,000 1,000 0 ▲1,000 ▲2,000












1,500 1,500 1,500 1,500 0
税率 40% 40% 40% 40% 40%
繰延税金資産累計額 800 1,200 1,200 800 0
回収可能額 600 600 600 600 0
回収不能額 ▲200 ▲600 ▲600 ▲200 0
0
修正損益




その他包括利益 ▲200 ▲400 0 400 200











































    t1 期において、将来減算一時差異が 2,000 発生する。後入先出法に従った場合、
この一時差異は、t5 期に全額(2,000)が解消するとスケジューリングされる。 
ここで、t1 期発生の一時差異の回収可能性を評価について、同一時差異が解消










＜ t1 期末における会計処理 ＞ 
 55 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 800 法人税等調整額 800 
② 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
200 繰延税金資産 200 











差額は t1 期からは▲400 拡大するとなる。この評価差額の増減についても、評価
実施時点においては、一旦 OCI に計上するよう取り扱う。 
これを会計仕訳で示すと以下のようになる。 
＜ t2 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 400 法人税等調整額 400 
    ② 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 







     t3 期には、一時差異の発生・解消は起こらない。それ故、繰延税金資産の回収
可能性に関する会計処理は特段生じない。 











  これを会計仕訳で示すと以下のようになる。 
＜ t4 期末における会計処理 ＞ 











  t5 期にも、将来減算一時差異が解消する。t5 期に解消する一時差異は、t1 期
発生の一時差異が対象となる。 
t1 期発生の一時差異 2,000 のうち、t5 期に 1,500 の課税所得が発生したため、
課税所得の減算に貢献した部分については、通常の税効果の会計処理が行える。
一方、回収可能性を否認していた部分 500 の解消については、t4 期と同様にリサ
イクリング処理を要する。 





＜ t5 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
法人税等調整額 600 繰延税金資産 600 







 （ⅲ） 加重平均法を適用する場合 
表 6-3 加重平均法の場合の回収可能性評価と損益への影響 
t1 t2 t3 t4 t5
期首借方一時差異残高 0 2,000 3,000 3,000 2,000
借方一時差異発生・解消（▲）額 2,000 1,000 0 ▲1,000 ▲2,000
期末借方一時差異残高 2,000 3,000 3,000 2,000 0
個別一時差異の発生解消スケジュール
t1期発生差異 2,000 ▲667 ▲1,333
t2期発生差異 1,000 ▲333 ▲667








1,000 1,500 1,500 1,500 0
税率 40% 40% 40% 40% 40%
繰延税金資産累計額 800 1,200 1,200 800 0
回収可能額 400 600 600 600 0
回収不能額 ▲400 ▲600 ▲600 ▲200 0
0
修正損益




その他包括利益 ▲400 ▲200 0 400 200














































    t1 期において、将来減算一時差異が 2,000 発生する。加重平均法に従った場合、
 58 
この一時差異は、t4 期に 667、t5 期に 1,333 が解消するとスケジューリングされ
る。 
ここで、課税所得の発生がある t5 期に解消する一時差異は、t1 期のものと t2
期のものの発生時期の異なる 2 つの一時差異が対象となる。このケースも、先入
先出法の場合と同様に、課税所得の減算可能額は、解消する差異の金額で按分す
る必要がある。そうすると、t1 期発生の一時差異で t5 期に解消する一時差異の
うち、1,000｛=1500×（1,333/2,000）｝は、課税所得の減算効果を有すると考




可能評価時点では OCI 計上することになる。 
これを会計仕訳で示すと以下のようになる。 
＜ t1 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 800 法人税等調整額 800 
② 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
400 繰延税金資産 400 




     t2 期では、t1 期に続いて、将来減算一時差異が 1,000増加する。 









の減算効果を有すると考えられ、t5 期解消の残額 167 と t4 期解消分 333 の合計
500 については、減算効果を有さないと判断できる。その結果、t2 期末時点で課
税所得の減算が見込める一時差異は合計で 1,500 になる。よって繰延税金資産の
回収不能額は（3,000－1,500）×40％＝▲600 と評価され、この評価差額は t1 期
からは▲200 拡大するとなる。この評価差額の増減についても、評価時点におい
ては、一旦 OCI に計上させる。 
これを会計仕訳で示すと以下のようになる。 
＜ t2 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 400 法人税等調整額 400 
    ② 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 





     t3 期には、一時差異の発生・解消は起こらない。それ故、繰延税金資産の回収
可能性に関する会計処理は特段生じない。 




  t4 期には、一時差異が解消する。t4 期に解消するのは、t1 期発生のもの 667
と t2 期発生のもの 333 が対象となる。これらの一時差異は、解消時期に課税所
得の発生が見込まれないため、課税所得の減算効果は有さないとして、回収可能
性はないと判断してきた。この減算効果を持たない一時差異が解消するときには、
評価差額のリサイクリングが必要となる。そうすると、t1 期発生のもの 667 と t2
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期発生のもの 333 の合計 1,000 の一時差異に関する繰延税金資産の評価差額▲
400 は、リサイクリング処理によって純利益項目に計上される。 
  これを会計仕訳で示すと以下のようになる。 
＜ t4 期末における会計処理 ＞ 











  t5 期にも、将来減算一時差異が解消する。t5 期に解消する一時差異は、t1 期
発生のもの 1,333、t2 期発生のもの 667 が対象となる。 
この t1 期発生の一時差異のうちの 1,000 と t2 期発生の一時差異のうちの 500
については、t5 期に 1,500 の課税所得が発生したため、課税所得の減算に貢献す
る。よって、これらについては、通常の税効果の会計処理を行う。一方、回収可
能性を否認していた部分 500（t1 期発生分 333 と t2 期発生分 167 の合計）の解
消については、t4 期と同様にリサイクリング処理が必要となる。 




＜ t5 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
法人税等調整額 600 繰延税金資産 600 







































(6) t1 期末において、将来発生課税所得は、t1～t4 期まではゼロ、t5 期末に 1,500
と予測された。 
(7) 将来（t5 期の）発生課税所得の予想額は、t3 期末に 1,800 に引き上げた。 




表 7-1 先入先出法において、課税所得の見積りの修正を行った場合の影響 
t1 t2 t3 t4 t5
期首借方一時差異残高 0 2,000 3,000 3,000 2,000
借方一時差異発生・解消（▲）額 2,000 1,000 0 ▲1,000 ▲2,000
期末借方一時差異残高 2,000 3,000 3,000 2,000 0
個別一時差異の発生解消スケジュール
t1期発生差異 2,000 ▲1,000 ▲1,000
t2期発生差異 1,000 ▲1,000





課税所得発生額（見積り修正後） 0 0 0 0 1,800
個別一時差異の課税所得減算可能額
t1期発生差異 900 900 0
t2期発生差異 900 900 0
1,800 1,800 0
税率 40% 40% 40% 40% 40%
繰延税金資産累計額 800 1,200 1,200 800 0
回収可能額 300 600 720 720 0
回収不能額 ▲500 ▲600 ▲480 ▲80 0
0
修正損益
純利益 0 0 0 ▲400 ▲80
その他包括利益 ▲500 ▲100 120 400 80






























































   t1 期～t2 期までは、見積りの修正がない場合と同じであるため、同期間の会計処理
についての説明は省略する。 
   本設例では、t3 期末に、将来の t5 期に発生する課税所得の金額を 1,500 から 1,800
に引き上げる見積りの修正を行ったとしている。それが影響する部分を説明すると、






×40％＝▲480 となる。そうすると、繰延税金資産の評価差額は、前期の t2 期におけ
る評価差額の▲600 から、120だけ縮小したことになる。 
   これらのことを会計処理で示すことにするが、本稿では、前節までに、繰延税金資
産の評価差額は、一時差異が解消するまでは、OCI に繰り延べる扱いであったことを
思い出してほしい。よって、同評価差額の変動は OCI として計上することになる。 
   以上のことを会計処理で示すと以下のとおりになる。 
＜ t3 期末における会計処理 ＞ 
    ① 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 





   t5 期は、見積もり修正後の予想どおり課税所得が生じたという設例の条件から、t5
期には 1,800 の課税所得が生じていることになる。すると、t5 期に解消する一時差
異のうち t1 期に発生したもの(1,000)と t2 期に発生したもの(1,000)は、それぞれ 900
ずつ課税所得を減算したと考えることができよう。よって、この部分については、税
効果による適切な支払税額の期間配分ができているため、通常の税効果の会計処理が





    以上のことを会計処理で示すと以下のとおりになる。 
＜ t5 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 720 法人税等調整額 720 
















た評価差額を追加的に OCI に計上することになる。 
   よって、後入先出法と加重平均法の場合については、見積りの変更結果を示す表を
以下に示し、説明については、割愛することとしたい。 
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表 7-2 後入先出法において、課税所得の見積りの修正を行った場合の影響 
t1 t2 t3 t4 t5
期首借方一時差異残高 0 2,000 3,000 3,000 2,000
借方一時差異発生・解消（▲）額 2,000 1,000 0 ▲1,000 ▲2,000









課税所得発生額（見積り修正後） 0 0 0 0 1,800
個別一時差異の課税所得減算可能額
t1期発生差異 900 900 0
t2期発生差異 900 900 0
1,800 1,800 0
税率 40% 40% 40% 40% 40%
繰延税金資産累計額 800 1,200 1,200 800 0
回収可能額 600 600 720 720 0
回収不能額 ▲200 ▲600 ▲480 ▲80 0
0
修正損益
純利益 0 0 0 ▲400 ▲80
その他包括利益 ▲200 ▲400 120 400 80


















































表 7-3 加重平均法において、課税所得の見積りの修正を行った場合の影響 
t1 t2 t3 t4 t5
期首借方一時差異残高 0 2,000 3,000 3,000 2,000
借方一時差異発生・解消（▲）額 2,000 1,000 0 ▲1,000 ▲2,000
期末借方一時差異残高 2,000 3,000 3,000 2,000 0
個別一時差異の発生解消スケジュール
t1期発生差異 2,000 ▲667 ▲1,333
t2期発生差異 1,000 ▲333 ▲667





課税所得発生額（見積り修正後） 0 0 0 0 1,800
個別一時差異の課税所得減算可能額
t1期発生差異 900 900 0
t2期発生差異 900 900 0
1,800 1,800 0
税率 40% 40% 40% 40% 40%
繰延税金資産累計額 800 1,200 1,200 800 0
回収可能額 400 600 720 720 0
回収不能額 ▲400 ▲600 ▲480 ▲80 0
0
修正損益
純利益 0 0 0 ▲400 ▲80
その他包括利益 ▲400 ▲200 120 400 80
























































































































第 5 章 終わりに 
 






























































第 4 章では、第 3 章で繰延税金資産の回収可能性差額を評価時点で純利益に算入するこ
とに問題が存在していることがわかり、これを受けて、問題を解決できるような代替的会
計処理を考案できないか、検討した。 
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